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Ⅰ一般世帯における消費支出額の地域差の推移（中間年等を追加したもの）  

1人あたり消責支出額の推移（2人以上全世帯）  
指数（全国平均＝100）   

町村  
都市階級  

大都市  中都市  小都市A  小都市B  

消費支出額  
各年の全国平均を100とした指数  10年前   の指数との差（※）  

大都市  中都市  小都市A  小都市B  町 村  大都市  中都市  小都市A  小都市B  町 村   
昭和54年   106．8   101．4   99．7   94．3   92．7  

昭和59年   110．8   102．7   101．0   93．3   88．6   4．0   1．3   1．3   －1．0   －4．1   

平成6年   106．7   102．9   100．8   92．8   91．7   －4．1   0．2   －0．2   －0．5   3．1   

平成16年   105．0   101．5   99．1   95．4   94．7   －1．7   －1．4   －1．7   2．6   3．0   

※昭和59年は昭和54年との差  

資料：全国消費実態調査   

注）1人あたりの消費支出額は「1世帯あたりの消責支出額」÷「平均世帯人員の平方根」で算出した。  
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1人あたり生活扶助相当支出額の推移（2人以上全世帯）  
指数（全国平均＝100）   

大都市  中都市  小都市A  小都市B  町村  
都市階級  

生活扶助相当支出額  
各年の全国平均を100とした指数  10年前の指数との差（・  

大都市  中都市  小都市A  小都市B  町 村  大都市  中都市  小都市A  小都市B   町 村   
昭和54年   106．5   101．1   99．7   95．2   93．1  

昭和59年   109．4   102．8   101．1   94．1   89．4   2．9   1．7   1．4   －1．1  －3．7   

平成6年   104．1   102．5   100．9   95．0   93．9   －5．3   －0，3   －0．2   0．9  4．5   

平成16年   103．5   101．2   99．0   97．5   96．3   －0．6   －1．3   －1．9   2．5  2．4   

※昭和59年は昭和54年との差  

資料：全国消費実態調査   

注1）生活扶助相当支出額は消費支出額－（家賃地代＋保健医療＋自動車等関係費＋教育）で算出した。   

注2）1人あたり生活扶助相当支出額は「1世帯あたり生活扶助相当支出額」÷「平均世帯人員の平方根」で算出した。  

－2－   



Ⅱ 一般世帯の生活扶助相当支出額と生活扶助基準額の地域差の比較（第1・五分位）  

0 2人以上全世帯（1人あたり）、年間収入第1・五分位  

一般世帯の生活扶助相当支出額と生活扶助基準額の比較  

指数（全国平均＝100）  

1級地－1   1級地－2  2級地－1  2級地－2  3級地－1  3級地－2  

資料：全国消費実態調査特別集計（平成16年）   

注1）1人あたりの生活扶助相当支出額は「1世帯あたりの生活扶助相当支出額J÷「平均世帯人員の平方根」で算出した。   
注2）生活扶助基準の全国平均は、全国消費実態調査の級地別世帯数によるウエイトで加重平均して算出した。   



Ⅲ 被保護世帯における消真実態の地域差について  

1人あたり生活扶助相当支出額（2人以上世帯）  

指数（全国平均＝100）  
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三  

3級地－2   2級地一2  3級地－1  1級地－1  1級地－2  2級地－1  

資料：社会保障生計調査（家計簿）  

注1）平成14～16年の平均値である。  

注2）生活扶助相当支出額は消費支出額－（住居＋保健医療＋教育）で算出した。  
注3）1人あたり生活扶助相当支出額は「1世帯あたり生活扶助相当支出額」÷「平均世帯人員の平方根」で算出した。  
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Ⅳ 単身世帯における消費実態の地域差について  

単身世帯（60歳以上）と夫婦子1人世帯の比較  

単身世帯（60歳以上）と夫婦子1人世帯について、生活扶助相当支出に占める品目分類の構成  
割合を比較すると（図表1）、大きな差はみられないが、単身世帯の方が構成割合の大きい品目  
であり、かつ、構成割合の約半分を占める食料及び光熱・水道の地域差の推移をみてみると  
（図表2）、地域差が縮小する傾向にあることから、単身世帯においても2人以上世帯と同様に、  
地域差は縮小しているのではないか。  

（図表1）生活扶助相当支出に占める品目分類の構成割合  

○ 第1・五分位  ○ 第1・十分位  

単身（60歳以上）   夫婦子1人   

生活扶助相当支出計  100．0％   100．0％  

食料   34．5％   30．3％  

住居   0．8％   0．1％  

光熱・水道   12．5％   9．7％  

家具・家事用品   4．5％   4．2％  

被服及び履物   3．8％   5．7％  

保健医療   2．9％   2．6％  
交通・通信   8．2％   10．9％  

教育   0．0％   0．5％  

教養娯楽   10．9％   10．6％  

その他の消費支出   21．9％   25．4％  

単身（60歳以上）  夫婦子1人   
生活扶助相当支出計  100．0％   100．0％  

食料   36．0％   30．0％  

住居   1．7％   0．1％  

光熱・水道   13．7％   9．8％  

家具・家事用品   4．3％   4．1％  

被服及び履物   3．4％   6．0％  

保健医療   2．2％   2．7％  

交通・通信   8．0％   11．8％  

教育   0．0％   0．5％  

教養娯楽   9．2％   10．3％  

その他の消費支出   21．3％   24．6％   

資料：全国消費実態調査特別集計（平成16年）  

－5－  



（図表2）費目別消費支出額の地域差の推移  

地域差が縮小する傾向にある責目 → 食費、光熱・水道費、家具■家事用品貴  

地域差に大きな変化が認められない妻目 → 被服及び履物費、交通・通信妻、教養娯楽費  

○地域差が縮小する傾向にある責目  

1人あたり食費の推移  
指数（全国平均＝100）  

1人あたり光熱・水道費の推移  

指数（全国平均＝100）  
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大都市  中都市  小都市A  小都市B  町村  都市階級  大都市  中都市  小都市A  小計両  町村  都市醐  

1人あたり家具・家事用晶真の推移  
指数（全国平均＝100）  

lガ  

115  

110  

105  

1（0  

95  

譲〕  

85  

∝）  

大都市  中都市  小都市ヘ  ノ」廟  町村  都市階級   

資料：全国消真実態調査  

注）1人あたりの書目別支出額は「1世帯あたりの費目別支出額」÷「平均世帯人員の平方根」で算出した。  
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○地域差に大きな変化の認められない費目  

1人あたり被服及び履き物費の推移  1人あたり交通・通信費の推移  

指数（全国平均＝100）  指数（全国平均＝100）  

115  

111  岳  

「       」 、‾  

84   

へ  一 皿L  

－●ト一昭和59年  

■平成16年  

98  

95  

大都市  中都市  小都市A  小都市B  町村  都市階級  大都市  中都市  小都市A  小都市B  町村  都市階級  

1人あたり教養娯楽の推移  
指数（全国平均＝100）  

大都市  中都市  小都市A  小都市B  町村  都市階級  

資料：全国消費実態調査  

注）1人あたりの責目別支出額は「1世帯あたりの費目別支出額」÷「平均世帯人員の平方根」で算出した。  

－7－   



第3回資料2（6ページ）  
（参考）一般世帯における消費支出額の地域差の推移   

一般世帯における都市階級別1人あたり消費支出額等の推移（2人以上全世帯の昭和59年と平成16年の比較）  

一般世帯における消責支出額及び生活扶助相当支出額の地域差は共に縮小する傾向  

（彰消費支出額  

1人あたり消費支出額の推移（2人以上全世帯）  
指数（全国平均＝100）  

中都市  小都市A  小都市B  町村  都市階級  

3．75人→3．18人  3．89人→3．27人  3．96人→3．29人  4．17人→3．54人  

略851世帯→20，330世帯 11，307世帯→1q808世帯  6，069世帯→5，676世帯   10，969世帯→10，547世帯  

大都市  

（平均世帯人員）3．59人→3．11人  
（集計世帯数）4，757世帯→5，751世帯  

資料：全国消真実態調査  

注1）都市階級大都市＝政令指定都市及び東京都区部、中都市＝人口15万以上100万未満の市（大都市除く）、小都市A＝人口5万以上15万未満の市、  
小都市B：人口5万未満の市  

注2）1人あたり消費支出額は「1世帯あたりの消費支出額」÷「平均世帯人員の平方根」により算出した。  

－8－   



Ⅴ 市町村合併による級地変更の影響について  

市町村合併による級地変更のあった人口等の推計  

表の見方  

上段：敵地変更のあった自治体数（H12→17）  

中段：敵地変更のあった人口の割合  

下段：級地変更のあった被保護人員の割合  

平成17年における級地  

計  1－1   1－2   2－1   2－2   3－1   

0．2％   0．1％   1．2％   0．4％   2．0％  

0．2％   0．1％   0．9％   0．3％   1．3％  

1－2   0．1％  
君  

0．1％  

ト¢  2  

十－   0．1％  

0．1％  

せ  
3  

N  0．0％  
T‾  

肇  

0．0％  

周一   
44  

3－1  0．7％  

0．6％  

475  9   85   31  

3－2  

資料：国勢調査、福祉行政報告例。級地変更のあった人口、被保護人員は平成17年における推計値。  

推計方法：市部と郡部別に、人口を平成12年から平成17年の増加率で推計し、平成17年の保護率を乗じることで被保護人員を推計した。  

－9－   



Ⅵ 勤労控除の拡大に当たって留意すべき点  

○ 生活保護は、最低限度の生活責を支給するものであるが、就労収入の一部を手元に残す勤労控除につい   
ては、保護を受けていない者との公平性なども考慮することが必要。   

○ また、確かに被保護者の手元に残る金銭は増加するが、単なる金銭的インセンティブだけで被保護者但   
自立促進に資するのかどうか検討が必要。  

【収入の5割を勤労控除とする場合】  

【現行の勤労控除の額】  

勤労控除  勤労控除  

1Ⅰ5万円  
保護基準額  収入  

2万円   

‾‾一‾‾ 
1  才／1万円   

等  

の  

‖．  

収入充当額   

1万円  収入充当額  

3．5万円   

保護費  

9万円  

保護責  

6．5万円  

○保護  ×保護  ○保護  ○保護  

計14万円の消費可能   註⊥1万円の消費可能  計11．5万円の消費可塵  

－10－  



生活扶助基準の評価・検証に関する議論の整理   

※この資料は、これまでの議論を事務局においてまとめたものである。  

：【備考欄の凡例】  

（報）H16．12の報告書  

ll ‡（中）H15・12の中間取りまとめ：  

事 項   
これまでの主な議論   議論の整理   備考  

（前回の専門委員会の報告等）   

1．評価・検証の  ○ 前回の専門委員会でとりまとめられた  ○ 生活扶助基準の評価・検証について  「生活扶助基準と一般低所得世帯の消   

方法   課題である基準の水準、基準の体系、   は、消費実態を詳細に分析する必要が  費実態との均衡が適切に図られているか  

級地差の妥当性について、消費実態を   あり、全国消費実態調査を基本とするこ  否かを定期的に見極めるため、全国消  

詳細に分析した資料を基に議論したら   とが適当ではないか。   費実態調査等を基に5年に一度の頻度  

どうか。  で検証を行う必要がある。」（報）   

2．水準の妥当性  

（D水準の在り方  ○ 裁判所が判断する健康で文化的な最   ○ 生活保護の基準は、健康で文化的な  「生活保護において保障すべき最低生活  

低限度の生活とは、その時代の経済   最低限度の生活を維持することができる  の水準は、一般国民の生活水準との関  

的、文化的な状況との関係で変わりうる   ものでなければならないが、その具体的  連においてとらえられるべき相対的なもの  

ものであり、1円でも下回れば憲法違反   な内容は、その時代の経済的・文化的  であり、（※下記につづく）」（中）  

になるような絶対的な基準があるという   な発達の程度や国民の公平感などか  

理解には立っていないと思う。  ら、相対的に決まるものではないか。   

○生活扶助基準が絶対的な貧困ライン  

を超えていることは先進国である我が国  

では当然として、相対的な貧困ラインを  

どこに求めるかは経済学的には難しく、  

国民の公平感や適正感で決められるも  

のと思う。  

○水準均衡方式で相対的に基準を設  

ー1－   



定していると、例えば実際の消費水準  

が低下していくと生活扶助基準も下がっ  

ていく。その際、健康で文化的な最低限  

度の生活を保障するための絶対的な基  

「（※上記につづき）具体的には、年間収  ②水準の評価・  ○ 生活扶助基準を相対的に決めていく  ○ 夫婦子1人世帯の基準額は、第1・十   
検証   場合、その水準はどうあるべきか。  分位よりやや高めとなっている。なお、第  入階級第1／10分位の世帯の消費水準  

1・五分位ではやや低めの水準となって  

○夫婦子1人世帯の基準の水準は、概  いる。  

ね妥当なものとなっているのではない  「なお、生活扶助基準の検証に当たって  

か。  ○単身世帯の基準額は、第1・十分位よ   

り高めとなっている。なお、第1・五分位  めた生活扶助基準額が一般低所得世帯  

○夫婦子1人の第1・十分位の消費水  では均衡した水準となっている。  の消費における生活扶助相当額よりも高  

準は、第3・五分位の7割に達しており、  くなっていること、また、各種控除が実質  

○評価・検証に当たっては、勤労基礎控           第1・十分位を基準の目安とすることの   的な生活水準に影響することも考慮する  

根拠となるのではないか。しかし、同様   除額の影響も考慮する必要があるので  必要がある。」（報）  

に単身世帯を見ると5割となっており、も  はないか。  

う少し精査が必要ではないか。  

○生活の質的側面という点で、第1・十  

○第3■五分位との関係では、6割から7  分位における耐久消費財の普及率は－  

割という範囲が国民から一定の支持を   般世帯と比べて大きな差はなく、また、  

得られるのではないか。   一般的な費目の購入頻度は一般世帯と  

比べて概ね遜色ないと考えられるがどう  

か。   

3．体系の妥当性  

ー2－   



①体系の在り方  ○ 体系の議論は、水準の議論とは違っ  ○ 生活保護受給者の間で不公平がない  

て、生活保護受給者の間で不公平がな  体系としていく必要があるのではないか。   

いかをみる作業である。  

②世帯人員別の  ○ 世帯人員別にみると、多人数世帯に  ○ 生活扶助基準額の世帯人員別の傾斜  「多人数になるほど割高になるとの指摘   
傾斜   有利になっている実態はみられる。  は、多人数世帯に有利になっているな  がなされているが、これは人数が増すに  

ど、消費実態から奉離しており、均衡を  つれ第1類費の比重が高くなり、スケー  

○世帯人員別の傾斜については、1類  図る必要があるのではないか。  ルメリット効果が薄れるためである。」（報）  

費と2類費に分けてそれぞれでみると、  

基準と消費実態との間に大きな帝離が               ○消費実態を、第1類費相当支出と第2   「単身世帯の生活扶助基準についても、  

みられるが、合計でみると帝離があまり   類費相当支出にわけても大きな差はみ  多人数世帯の基準と同様、必ずしも一般  

みられない。  られないことから、第1類費と第2類費を  低所得世帯の消費実態を反映したものと  

区分せず、それぞれの世帯人員ごとに、   なっていない。また、被保護世帯の7割は  

○世帯人員別の消費実態をみたとき  生活扶助相当支出の合計額で均衡を  単身世帯が占めること、近年、高齢化の  

に、消費支出計だけを近づけるだけでい   図ればよいのではないか。   進展や扶養意識の変化に伴って高齢単  

いか、それとも、1類費、2類責ともに近  身世帯の増加が顕著となっており、今後  

づける必要があるか議論すべき。  もさらにその傾向が進むと見込まれる。こ  

れらの事情にかんがみ、単身世帯につい  

ては、一般低所得世帯との均衡を踏まえ  

て別途の生活扶助基準を設定することに  

ついて検討することが必要である。」（報）  

※（中）でも類似の記述あリ   

③年齢階級別の  ○ 年齢階級別の傾斜については、仮に6  ○ 生活扶助基準額の年齢階級別の傾斜   
傾斜   0歳代を1と置いた場合、70歳以上は   は、消費実態からやや帝離しており、より  

基準より消費実態がやや低め、20歳代  公平性を図る必要があるか。   

から50歳代まではやや高めとなってい  

る。  
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○ 消費の費目を第1類費と第2類費とに   

区分することについては、現行の第1類   

費でも世帯のスケールメリットがあり、また   

現行の第2類費でも年齢による差がある   

など問題があり、世帯構成別の消費実   

態の違いを正確に反映させる必要があ   

るが、そのためには、必ずしも第1類費と   

第2類費に区分する必要はないのでは   

ないか。   

○ 第1類費と第2類費の区分を廃止した   

場合には、個人を基礎において世帯人   

数に応じて増加額が逓減する体系でい   

いのではないか。  

「現行の生活扶助基準の設定は3人世  

帯を基軸としており、麦た、算定について  

は、世帯人員数分を単純に足し上げて算  

定される第1類費（個人消費部分）と、世  

帯規模の経済性、いわゆるスケールメリッ  

トを考慮し、世帯人員数に応じて設定さ  

れている第2類費（世帯共同消費部分）  

とを合算する仕組みとされているため、世  

帯人員別にみると、必ずしも一般低所得  

世帯の消費実態を反映したものとなって  

いない。」（報）   

○ 生活扶助基準には、年齢別の第1類   

費と世帯人員別の第2類費との区分を   

必要とする必然的な理由があるのか。   

○ 現行の基準と消費実態を比較したと   

きに、多人数世帯にギャップがあるとし   

て、それを解決する方法には、体系を   

変える方法と変えない方法とがある。第  

1類費と第2類費に分けている理由が   

時代に合わなくなっているなら体系を変   

えてもいいが、一貫した思想があるなら   

変えられないのではないか。   

○ 消費の費目のうち、どれが第1類費で   

どれが第2類費かという分類表をみても   

おかしいものもある。第1類費が65％と   

いうのは高すぎる。第1類費と第2類費   

の区分をすることによる弊害が大きくな   

っており、あえて区分しなくてもいいので   

はないか。   

○ 第1類費、第2類費という考え方は、   

標準世帯の考え方とも関わるのではな   

いか。複数人員世帯をイメージすると第  

1類費と第2類費を分けるイメージにな   

る。個人を基礎において人数に応じて   

逓減する発想のほうが時代に合うので   

はないか。  

④第1類費・第  

2類真の区分  



⑤標準世帯  O「標準世帯」の意味、機能を明確にす   

る必要があるのではないか。  

○ 所得格差の問題を研究していると、近   

年は雇用形態の多様化とともに、世帯   

類型の多様化が大きな影響を及ぼして   

いる。夫婦子1人、単身世帯などいくつ   

かの形態をみて基準を考えていくことが   

必要ではないか。   

○ 標準5人世帯の時は戦争未亡人を想   

定しており、明らかに生保受給者のモデ   

ルを念頭に置いていたが、標準4人、3   

人のところでは、一般勤労世帯をイメー   

ジして策定されており、考え方に転換が   

ある。これらを整理する必要がある。   

○ これまで標準世帯は、国民が将来生   

活保護を利用することを想定した場合   

の分かりやすさで決まってきていたと思   

うが、今後は、基準体系の分かりやすさ   

ということを考えてもいい。単身世帯を   

基軸にするというのは分かりやすい。  

○ 受給者間の相対的な関係をみるだけ   

なら、どこを基準としようが結果は同じ。   

基準の算出を手計算でしていたとすれ   

ば、標準世帯を基軸として世帯人数や  

○ 生活保護受給者間の相対的な関係を   

みるのであれば、必ずしも標準3人世帯   

を基軸として展開する方式をとる必要は   

ないのではないか。   

○ これまで「標準3人世帯」のような標準   

世帯を基準額の説明や基準改定の際に   

用いてきたが、要保護者の保護の基準   

という点では、世帯というより個人に着目   

して設定することのほうがいいのではない   

か。  

（再掲）  

「現行の生活扶助基準の設定は3人世  

帯を基軸としており、また、算定について  

は、世帯人員数分を単純に足し上げて算  

定される第1類費（個人消費部分）と、世  

帯規模の経済性、いわゆるスケールメI」ッ  

トを考慮し、世帯人員数に応じて設定さ  

れている第2類費（世帯共同消費部分）  

とを合算する仕組みとされているため、世  

帯人員別にみると、必ずしも一般低所得  

世帯の消費実態を反映したものとなって  

いない。」（報）   
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年齢で調整するという方法をとることは   

合理的だったかもしれないが、コンピュ   

ーターがこれだけ発達した現代において   

は、世帯人数と年齢を全部クロスさせて   

基準を作ることも可能ではないか。   

○ 法第8条第1項では保護は「要保護   

者」の需要を基にすると規定し、また保   

護の受給権は個人に帰着するという裁   

判例もあることから、法律上、基準に関   

しては個人がベースになっていると考え   

る。  
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「現行級地制度については昭和62年度  

から最大格差22．5％、6区分制とされ  

ているが、現在の一般世帯の生活扶助  

相当消費支出額をみると、地域差が縮  

小する傾向が認められた」（報）  

4．地域差の妥当  

性  

○ 世帯類型、年齢階層などで生活様式   

は異なるとしても、平均的には、現行の   

地位差を設定した当時と比較して地域   

間の消費実態の差は縮小しているといえ   

るのではないか。その背景としては、地   

域間での生活様式の差の縮小があるの   

ではないか。  

○ 大型スーパーや通販など日常生活圏   

が拡大し、全国的に同じような生活様   

式が広まっている。地域差が接近してき   

ていることがきれいに出ている。  

○ 消費実態が地域間で縮小していること   

と、近年の「地域格差の拡大」と言われ   

るものとは、賃金や消費の動向と、雇用   

の動向とが対応していないことが原因で   

はないか。  

○ 市町村合併があった場合、その中の   

一番高い級地に合わせてきた影響もあ   

るのではないか。   

0 2人以上世帯のデータで分析されてい   

るが、単身世帯も2人以上世帯と同様   

の傾向を示していると推測できるのか。  

○ 一般世帯の行動は最適化されている   

可能性がある。高齢者は消費までのア   

クセスに様々な障害があるかもしれず   

考慮すべではないか。  

○ 地域間の格差は縮小の方向であると   

は思うが、世帯類型、年齢階層などで   

生活様式は異なるので、それらも含め   

た平均的な姿であると説明するのが適   

切ではないか。  

イー   



○ 収入の増加に伴って就労関連経費が  

1割程度認められることから、一定の収   

入比例的な勤労控除は必要ではない   

か。   

○ 勤労控除のうち、就労インセンティブを   

高める工夫ができないか。   

○ 勤労控除を引き上げると手元に残る現   

金が増えることとなるが、生活保護を受   

けてない者との公平性をどう考えるか。   

○ 現行制度では、勤労控除で手元に残   

る現金が増えた場合、生活保護から脱   

却しにくくなっているが、これをどう考える   

か。  

（再掲）  

「なお、生活扶助基準の検証に当たって  

は、平均的に見れば、勤労基礎控除も含  

めた生活扶助基準額が一般低所得世帯  

の消費における生活扶助相当額よりも高  

くなっていること、また、各種控除が実質  

的な生活水準に影響することも考慮する  

必要がある。」（報）  

○ 今回のデータから推定すると、現行の   

勤労控除は、約3割の控除率のうち、1   

割が必要経費で、2割がインセンティブ   

という理解でいいか。   

○ 勤労控除の性格のうちインセンティブ   

のほうに比重を置くべきではないか。   

○ 収入の増加に伴う控除率の下がり方   

が急なために保護廃止の阻害要因にな   

っているのではないか。   

○ 就労期間に応じて控除率が逓減して   

いくというのはひとつの考えではないか。   

○ 公平性の観点から自立支援プログラ   

ムとの関連で勤労控除を適用する考え   

方はできないか。   

○ 勤労控除の性格のうち必要経費相当   

は是認できるが、インセンティブ相当は   

生活保護廃止後に支給するなどしない   

と平等性が担保できないのではないか。   

○ 長年就労しているのは勤労控除が自   

立阻害になっているからというのは逆   

で、インセンティブが効いているからずっ   

と働いているのではないか。そうした生   

活保護を受けながら自立する形を前提   

とした勤労控除の役割は残すべきでは  

5．勤労控除  
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ないか。  

○新規の就労控除をもっと押し上げるよ  

うなことは考えられないか。しかし、イニ  

シヤルコストを軽減することは大事だが、  

あまり高くなると繰り返し受給を引き起こ  

し安定した雇用につながらないことに留  

意が必要ではないか。  

6．その他  

（D自立の助長   ○健康で文化的な最低限度の生活水  

準が絶対的な線ではなく幅のある基準  

であるとすれば、そこに、例えば、勤労  

控除の在り方などについて、法の目的で  

ある自立の助長を見込んだ基準にして  

いく余地があるのではないか。  

○自立には、就労自立、社会生活自立、  

日常生活自立の3つがあり、就労自立に  

は生業扶助があるが、残り2つに関して  

は、生活扶助の中の被服費や教養娯楽  

費、交際費などが関係している。生活保  

護世帯には、就労以外の自立を目指す  

世帯のほうが多いので、基準設定におい  

てどう考えるか。  
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○ 生活扶助基準は、他の社会保障制度   

にも影響する貧困ラインになっているの   

で重要である。   

○ 生活扶助基準は、最低賃金や課税最   

低限にも関係があることに留意する必   

要がある。  

②他制度との関  

係  

○ かつて中央社会福祉審議会に生活   

保護専門分科会が常設されていたが、   

現在はない。今回のような議論を行う常   

設の場が必要ではないか。  

③その他  
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